
事業者名：東日本電信電話株式会社

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

山梨県

長野県

合　　　計

注１　アナログ公衆電話及びデジタル公衆電話ごとに別葉とすること。
  ２　第一種公衆電話機及び第一種公衆電話機以外に分けて記載すること。

　３　「都道府県」の欄に記載する都道府県の順序は、日本工業規格都道府県コードの番号の
　　順序によること。

　４　記載する都道府県の数に応じ、項を適宜増減すること。
　５　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

38,632 7,962 46,594

866 362 1,228

908 268
1,176

1,971 452 2,423

7,758 258 8,016

3,804 1,244
5,048

3,263 935
4,198

3,953 506 4,459

1,497 448 1,945

1,403 431 1,834

1,522 447 1,969

2,574 221 2,795

575 353 928

1,060 160
1,220

1,050 296
1,346

1,845 446 2,291

3,126 947 4,073

1,457 188 1,645

様式第２（第２条第１項関係）

電気通信役務契約等状況報告
都道府県別設置台数

2021年3月31日現在

サービスの種類：アナログ公衆電話　　

　都　道　府　県
区　　　　分

合　　　　計
第一種公衆電話機 第一種公衆電話機以外
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合　　　計

注１　アナログ公衆電話及びデジタル公衆電話ごとに別葉とすること。

  ２　第一種公衆電話機及び第一種公衆電話機以外に分けて記載すること。

　３　「都道府県」の欄に記載する都道府県の順序は、日本工業規格都道府県コードの番号の
　　順序によること。

　４　記載する都道府県の数に応じ、項を適宜増減すること。

　５　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。

19,351 3,165 22,516

199 72 271

737 105
842

816 77 893

6,838 240 7,078

2,319 699
3,018

1,018 83
1,101

1,865 639 2,504

480 46 526

602 158 760

458 50 508

1,151 55 1,206

209 60 269

246 73
319

265 91
356

479 225 704

1,373 437 1,810

296 55 351

様式第２（第２条第１項関係）

電気通信役務契約等状況報告
都道府県別設置台数

2021年3月31日現在

サービスの種類：ディジタル公衆電話　　

　都　道　府　県
区　　　　分

合　　　　計
第一種公衆電話機 第一種公衆電話機以外


